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第 2 章 下水道事業の技術ニーズ及び新技術導入上の課題等に関する調査 

技術ニーズとシーズのマッチングに関し、自治体の技術的課題の認識を促すとともに、より容

易に課題解決に資する情報に触れることを可能にするため、令和３年度に支援ツールを開発し、

約 300 の自治体から意見を収集した。令和４年度はこれらの意見を参考にツールを改良するとも

に、名称を｢課題解決技術支援ツール（試行版）｣として、６月に国総研のＨＰで一般公開した。

さらに改良を図るため、６自治体にツールの試行を依頼し、使用感や改良すべき点についてヒア

リングを行った。 

ヒアリングでは、ツールに登録されている技術情報（新技術 294 件、ガイドライン・マニュア

ル類 375 件）について、現時点での新技術の導入実績数や導入団体、ガイドライン・マニュアル

類の活用状況等に関する情報追加を求める声が大きかったことから、これらの状況について調査

を実施した。 

また、自治体の技術ニーズ等について調査するため、令和４年度に開催された多数の自治体が

参加した各種会議での提案議題を収集し、主な技術的課題を整理した。 

これらの結果を(1)～(3)に示す。 

 

（１）課題解決技術支援ツール（試行版）に対する自治体ヒアリング調査結果と改良方針 

１）背景と目的 

技術ニーズとシーズのマッチングに関し、これまでの自治体ヒアリングや下水道技術開発会議

では、特に中小規模の団体は職員数や予算が限られ、日常業務に忙殺される中で、①自団体がど

のような課題を抱えているのか認識することが難しい、②課題を認識できたとしてもその解決策

の探し方を見つけることが難しい等の問題があるのではないかとの意見が提出された。 

これを受け国総研では、自治体職員が自ら課題を認識し、その解決策を探すことが出来る支援

ツールとして、令和 2 年度からシステムの構築に着手し、令和３年度にかけてシステムの試行運

用と自治体ヒアリングを実施してきた。 

 

２）課題解決技術支援ツール（試行版）に対する令和３年度ヒアリング結果と改良点 

令和３年度に行った自治体ヒアリングの結果を踏まえた具体的な改良事例について①～④に示

す。 
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改良事例① 複数団体との比較機能（自治体タブ）の追加 

図 2-1 のように、自治体タブ中の下部に「追加」ボタンを新たに設置し、他団体と自団体との

比較ができるように改良した。また、図 2-2 のように、表示される比較結果画面には自団体の類

似団体平均値や県内平均値が表示される機能を追加した。 

 

 

図 2-1 複数団体との比較機能の追加 

 

 

 

図 2-2 団体別比較結果 
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改良事例② 出典へのリンク追加 

図 2-3 のように、自治体タブの比較結果表示画面の下部に経費回収率等の情報の参照元を示す

行を追加した。また、「出典」のページに参照元へのリンクを追加した（図 2-4） 

 

 

 

図 2-3 経費回収率等の出典 

 

 

 

  図 2-4 参照元へのリンク 
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改良事例③ 課題判定表示の改良 

図 2-5 のように、課題判定表示画面について、「カネ」の項目では「100%以上 or 100%未満」、

「ヒト」の項目では「類似団体平均以上 or 類似団体平均未満」、「モノ」の項目では「耐用年数

（〇〇年）以内 or 耐用年数（〇〇年）経過」と表示されるように改良した。 

 

 

図 2-5 課題判定表示画面 
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改良事例④ 自治体タブと詳細課題タブの統合 

図 2-6 のように、自治体タブの下部に詳細課題タブの機能を統合し、自治体タブで確認した課

題を同ページ内で検索できるように改良した。なお、元々備えていた詳細課題タブも残した。 

 

 

図 2-6 自治体タブと詳細課題タブの統合 
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３）一般公開後の改良 

令和４年６月の一般公開の直後に追加的に表 2-1 に示す軽微な改良を行った。 

 

表 2-1 一般公開後の改良点 

項目 改良点 

①ツールタイトルの変更 

※（仮称）の文字を削除 

 
②発行者名の変更 

※技術No.GM-60 の発行者を「国土交

通省」から「環境省・国土交通省」に修

正 

③日本下水道施設業協会のリンクを修正 

※ 

修正前：

http://www.siset.or.jp/contents/?CN=32

1 

修正後：

https://www.siset.or.jp/technicaldata.htm

l 

 

④技術No.GSS-001～006 の発行者名を

修正 

修正前：日本下水道施設管理業協会 

修正後：日本下水道施設業協会 
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４）課題解決技術支援ツール（試行版）に関する令和４年度ヒアリング結果と改良点 

課題解決技術支援ツール（試行版）を令和４年 6 月に一般公開した後、その使用感や改良点の

有無を確認するために、下記の条件に適合する６自治体（表 2-2）を選定し、本ツールの試行を依

頼した。試行後、各自治体の職員から使用感等についてヒアリングし、更なる改良案を整理した。

（参考資料-1） 

 

 絞りこみ条件１：過年度業務でヒアリング実施対象都市が少ない地域（関東、近畿、九州）から選定 

 絞りこみ条件２：行政人口が 1 万人以上 20 万人未満の自治体 

 絞りこみ条件３：複数の処理場を有し、最も供用年の早い処理場が 30 年以上経過している自治体 

 

 優先選定条件１：令和２年度「下水道分野における技術導入支援方策検討業務」のヒアリング都市 

 優先選定条件２：下水道事業への取り組みや新技術に対し積極的な都市 

 優先選定条件３：下水道事業への取り組みが消極的と考えられる都市 

 

 

表 2-2 試行及びヒアリング対象の自治体 

回数 ヒアリング日時 地域 市町村 行政人口※ 

1 令和 4 年 7 月 29 日 近畿 A 市 10 万人未満 

2 令和 4 年 7 月 12 日 関東 B 市 10 万人未満 

3 令和 4 年 9 月 6 日 九州 C 市 5 万人未満 

4 令和 5 年 1 月 6 日 関東 D 市 10 万人未満 

5 令和 5 年 1 月 17 日 九州 E 市 10 万人未満 

6 令和 5 年 1 月 13 日 近畿 F 市 30 万人未満 

※令和元年度下水道統計より 
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①ヒアリング項目 

試行団体として選定した自治体に対するヒアリング項目を表 2-3 に示す。 

 

表 2-3 ヒアリング項目 

No.  ヒアリング項目 

1  「フリーワード」機能の使用感について  

 1-1 ・検索機能を使って、特定の課題や技術を検索されたか  

 1-2  ・検索したかった課題や技術は検索結果に表示されたか  

2  「自治体」機能の使用感について  

  2-1  ・比較結果に表示された表は見やすかったか  

 2-2  ・他自治体と自自治体の比較はされたか、比較結果は参考になったか  

 2-3  ・課題解決方法の検索結果は参考になったか  

3  「詳細課題」機能の使用感について  

 3-1  ・詳細課題の機能を用いて課題解決方法を検索されたか  

 3-2  ・課題解決方法の検索結果は参考になったか  

4  「ホットワード」機能の使用感について  

 4-1  ・「ホットワード」機能の使用感はどうであったか  

5  改善点、要望について  

 5-1  ・「フリーワード」機能について改善点や要望はあるか  

 5-2  ・「自治体」機能について改善点や要望はあるか  

 5-3  ・「詳細課題」機能について改善点や要望はあるか  

 5-4  ・「ホットワード」機能について改善点や要望はあるか  
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②ヒアリング結果 

表 2-3 のヒアリング項目に対する評価と課題・要望の整理結果を図 2-7 に示す。 

 

図 2-7 支援ツールに対するヒアリング結果（評価、課題、要望） 
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（２）関連企業に対する技術開発状況に関するアンケート調査結果 

 令和元年度に実施した｢下水道技術のニーズとシーズのマッチング｣に関する地方公共団体、業

界団体に対するヒアリング調査では、それぞれ下記のような意見を得ている。 

 ＜地方公共団体からの意見＞ 

 ・一般競争入札が基本であるため、イニシャルコストが安く、施工性や効率性の良い技 

術が良い。 

・団体規模に見合った技術や故障時に地元業者でも対応できる技術が良い。 

＜業界団体からの意見＞ 

 ・地方公共団体のニーズの把握については、個々の企業に委ねている団体が多い。 

  ・産学連携の必要性を感じているが、学識者への情報展開の場が無く、企業や業界団体 

は GAM データベースにも登録できないため、開放して欲しい。 

 ・国に対しては、技術に関する情報共有の場の提供、新技術活用へのインセンティブ付 

与等を期待。 

これに対し、国はこれまでも B-DASH プロジェクト等を通じて技術開発を推進してきたところ

であるが、地方公共団体からの意見を踏まえ、今後は小規模な団体に適した技術や新たな課題に

対応可能な技術についても検討し、技術開発ロードマップに追加していく必要があると考えられ

た。一方、地方公共団体のニーズが少ない技術については、企業の開発動向も踏まえつつ、技術

開発ロードマップへの記載を継続することの是非について検討する必要があると考えられた。 

これらの検討を行い、下水道技術のニーズとシーズのマッチングを促進するためには、これま

で実施してきた地方公共団体のニーズ調査だけでなく、下水道関連企業の技術開発に対する考え

方についても調査し把握しておく必要があることから、下水道関連企業に対するアンケート調査

を実施した。 

 

１）アンケート調査の内容 

 アンケート調査の対象企業は、処理場・ポンプ場系業界団体（下水処理の機械・電気設備に携

わる企業で構成された団体）、管路系業界団体（下水道管路施設の管理に携わる企業で構成された

団体）、コンサルタント系業界団体（下水道のコンサルタント業務に携わる企業で構成された団体）

に所属する企業とし、業界団体を通じて依頼した。（回答は任意） 

 調査実施期間は令和４年 11 月の約１ヶ月間で、質問項目は下記の通りであった。32 社の企業

から回答があった。（参考資料-2） 

 

問１-１）下水道技術ビジョンの 11 の技術分野のうち得意とする分野 

問１-２）各分野で得意な領域（ｿﾌﾄ・ﾊｰﾄﾞ別、調査・計画・設計・施工・維持・土木・建築・

機械・電気） 

問２-１）技術開発に必要な情報の入手先（上位５位まで選択） 

問２-２）技術開発における他機関との連携の実績の有無及び実績数 

問３） 技術開発を行う場合に重視する事項（上位５位まで選択） 

問４） 技術開発や製品導入を一層促進するために必要と思われる事項（下記分野別 
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に自由記述） 

①費用、②技術開発、③法令・指針類、④採用基準、⑤入札契約、⑥積算・歩掛、⑦ﾘ

ｽｸ分担 

問５）下水道事業の新技術開発に対する感想や意見（自由記述） 

 

２）アンケート調査の結果と分析 

①下水道技術ビジョンの 11 の技術分野のうち得意とする分野 

企業を技術系別に比較した場合、得意とする技術分野の傾向は異なっていたが、総じて⑥

流域圏管理、⑦リスク管理を得意とする企業は少なかった（図 2-8）。 

図 2-8 企業が得意とする技術分野（技術系別：１社当たりに換算） 

 

 

②各分野で得意な領域（ｿﾌﾄ・ﾊｰﾄﾞ別、調査・計画・設計・施工・維持・土木・建築・機械・

電気） 

32 社全体で見た場合、管路では①②分野のソフト系（調査、計画、設計、改築修繕）を、

処理場・ポンプ場では⑥⑦分野以外のソフト系（調査、計画、設計）及びハード系（機械・

電気）の領域を得意とする企業が多かった（図 2-9）。 
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図 2-9 各分野で企業が得意とする領域（32 企業の合計値） 

 

③技術開発に必要な情報の入手先（上位５位まで選択） 

 処理業・ポンプ場系の企業は、｢国土交通省、日本下水道事業団、地方公共団体、下 

水道関連の企業、社団・財団法人｣の順、管路系の企業は、｢業界団体、社団・財団法人、 

下水道関連の企業、国土交通省、地方公共団体｣の順、コンサルタント系の企業は、｢国 

土交通省、社団・財団法人、業界団体、地方公共団体、日本下水道事業団、業界雑誌・ 

業界新聞（同率）｣の順であった。大学・高専・学会からの入手は少なく、海外情報の 

入手の回答は無かった（図 2-10）。 

図 2-10 技術情報の入手先（技術系別：１社当たりに換算） 
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④技術開発における他機関との連携の実績の有無及び実績数 

処理場・ポンプ場系の企業は、｢大学・高専、国内他企業、日本下水道事業団、地方公 

  共団体｣が多く、管路系の企業は｢国内他企業、地方公共団体、日本下水道事業団、大学・高

専｣が多く、コンサルタント系の企業は、｢大学・高専、国内他企業、社団・財団法人｣との連

携が多かった。なお、各企業の回答において実績が「10 件より多い」ものは、集計の際”15

件”として一律にカウントした（図 2-11）。 

図 2-11 他機関との連携の実績数（技術系別：１社当たりに換算） 

 

 

⑤技術開発を行う場合に重視する事項（上位５位まで選択） 

処理場・ポンプ場系の企業は、｢製品の性能、製品の稼働時コスト、製品の販売数、 

製品の製造コスト、製品の販売価格（同率）、製品の安全性｣の順、管路系の企業は、｢製品

の性能、製品製造コスト、製品の操作性（同率）、製品の安全性、製品の環境配慮度、製品

の維持管理コスト｣の順、コンサルタント系の企業は、｢製品の性能、研究開発コスト、製

品の操作性、製品製造コスト、製品の安全性（同率）、製品の維持管理コスト｣の順であっ

た。（図 2-12） 
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図 2-12 技術開発を行う場合に重視する事項（技術系別：１社当たりに換算） 

 

 

⑥技術開発や製品導入を一層促進するために必要と思われる事項 

 

記載のあった提案や要望を分野別に整理して図 2-13(1)(2)に示す。 

図 2-13(1) 技術開発や製品導入に必要と思われる事項 
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図 2-13(2) 技術開発や製品導入に必要と思われる事項 

 

 

⑦下水道事業の新技術開発に対する感想や意見（自由記述） 

 

自由記述欄に記載のあった提案、意見を整理して図 2-14 に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-14 新技術開発に対する提案、意見 
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（３）各種会議における議題の収集・整理 

下水道分野では、地方公共団体が参加する会議等が多数開催されており、これらの会議では、

各地方公共団体が抱える課題の共有や解決策に関する議論が行われている。昨年度に引き続き、

会議における議題を収集し、主な技術的課題の抽出を行うことで、地方公共団体の技術的課題や

全国の技術的課題の把握を行った。 

表 2-4 に、技術的な課題に関する主な議題について整理した。 

①-1（再構築）や①-2（健全化、老朽化対策等）に関する議題が多く見られた。④雨水管理（浸

水対策）や⑤雨水管理（雨水利用、不明水対策等）に関する議題も見られた。また、PPP/PFI 事

業が増加する中、⑨地域バイオマスと⑩創エネ・再生可能エネルギーに係る PFI 事業に関する議

題も見られた。さらに、近年の傾向として、事業を広域化することにより、脱炭素社会に貢献可

能な効率的事業を目指す①-1（再構築）と⑪（脱炭素社会に資する下水道システム）を合わせた事

業の紹介なども増加していることが挙げられる。 

 

表 2-4 技術的な課題に関する議題の概要 

課題 概要 
下水道技術ビジョン

該当箇所 

ロードマップ

重点課題の 

該当 

硫化水素が発生しや

すい箇所における点

検・調査手法及び硫

化水素抑制技術 

複数のどこまでの範囲を点検・調査の範

囲とすべきか、対策の対象とすべきかの

設定に苦慮している。段差の解消など、

硫化水素が発生しにくい構造への施設

改造についても検討する必要がある。 

①-1（再構築） 

①-2（健全化、老朽化

対策、スマートオペレ

ーション） 

R4 短期～中期

課題 

デジタルトランスフ

ォーメーションに向

けた技術の導入 

水位センサーによる流量情報の取得な

どICTを積極的に活用した情報システ

ムの導入、下水道情報のデジタル化分野

での積極的な技術開発などが必要であ

る。 

①-2（健全化、老朽化

対策、スマートオペレ

ーション） 

R4 短期～中期

課題 

汚泥処理（送泥）施

設損傷時の対応につ

いて 

複数の下水処理場から発生した汚泥を

送泥ネットワークにより集約処理して

いるが、当該施設が損傷を受けた場合や

延命化のための対応方法を検討する必

要がある。 

①-1（再構築） 

①-2（健全化、老朽化

対策、スマートオペレ

ーション） 

R4 短期～中期

課題 

下水道施設の再構築

に係る技術的課題 

処理場・ポンプ場の土木構造物の老朽化

が進行する中、極めて調査困難な箇所に

おける改築や耐震補強等の取組の現状、

新技術活用の検討状況や導入実績を知

りたい。 

①-1（再構築） 

①-2（健全化、老朽化

対策、スマートオペレ

ーション） 

R4 短期～中期

課題 

効率的・効果的な下

水道管渠の点検・調

査手法 

より効率的・効果的なスクリーニングの

ための点検調査手法の事例を知りたい。 

①-1（再構築） 

①-2（健全化、老朽化

対策、スマートオペレ

ーション） 

R4 短期～中期

課題 
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短時間豪雨時の下水

道管路内の空気挙動

に対する対策の検討  

短時間豪雨時に、下水道幹線内で圧縮さ

れた空気がマンホールから漏気し舗装

が隆起する被害が発生したことから、対

策方法について検討する際の考え方や

分析方法について整理したい。  

④雨水管理（浸水対

策） 

  

R4 短期～中期

課題  

下水道浸水対策にお

けるｸﾞﾘｰﾝｲﾝﾌﾗの効

果 

降雨量の増加や短時間豪雨の頻発など

が懸念される中、グリーンインフラの導

入を検討しているが、効果や課題につい

て検討したい。 

④雨水管理（浸水対

策） 

⑤雨水管理（雨水利

用、不明水対策等） 

R4 短期～中期

課題 

 

雨天時浸入水対策の

ための効果的な調査

方法について 

老朽化した下水道管や取付管における

雨天時浸入水対策を実施するため、効果

的な調査方法について技術的及び財政

的支援を希望。 

⑤雨水管理（雨水利

用、不明水対策等） 

 

 

R4 短期～中期

課題 

 

 

グリーントランスフ

ォーメーションに資

する先進技術の開発

普及 

2050 年までの脱炭素社会の実現に向け

て創エネ、省エネ対策を推進していく必

要があるほか、汚泥利用再生利用に関す

る技術的支援も必要。 

⑨地域バイオマス 

⑩創エネ・再生可能エ

ネルギー 

R4 短期～中期

課題 

PFI 手法を用いた下

水汚泥等利活用事業

について 

全国的な PFI 事業の活用や下水汚泥の

有効利用促進に向けて、事業導入に関す

る主要ポイントを整理して提示した。 

⑨地域バイオマス 

⑩創エネ・再生可能エ

ネルギー 

R4 短期～中期

課題 

事業効率化のための

処理場統廃合の検討

方針の策定について 

将来の人口減少や施設の老朽化による

更新需要を踏まえ、処理場の統廃合を決

定し、実際に検討方針を策定した際のポ

イントについて説明した。 

①-1（再構築） 

⑪脱炭素社会に資す

る下水道システム 

R4 短期～中期

課題 

 


